
令和４年度学びの保障・充実のための学習者用デジタル教科書実証事業 成果報告書（概要）

受託事業者名：東京書籍株式会社

文部科学省の指示に基づき、以下の通りクラウド配信版の学習者用デジタル教科書を、全国3,754校の小・中学校等の延べ647,944人に655,550冊を供給した

（予備用で提供した冊数を除く）。

１．クラウド配信版学習者用デジタル教科書の供給



２．デジタル教科書の供給や学校等における使用に係る状況等について

（1） 供給の設計と実施体制

（2） 実施した供給スケジュール

（3） 学校での使用に向けて

（４） SSO（シングルサインオン）に対応

・対象校ごとに教科及び人数（ライセンス数）を(株)Lentranceの配信システムへ登録

・登録内容通知書を発行（通常商品では新規契約時のみだが、本事業では対象校全校発行）

・マニュアル「Lentranceクラウド配信方式学校管理者向けスタートガイド」制作・印刷

・受領証明については、Googleフォームで回答してもらう方式とした。案内状に回答用GoogleフォームのURLとQRコードを記載

・対象校宛の宛先を表記した郵送用伝票を作成・印刷

・必要書類の封入と、各学校への送付のための郵便局への投函

・供給面は、当社物流部が統括し、デジタル教科書の配信関係は(株)Lentrance、書類の発送は東京物流企画(株)の 各担当部署と連携して進行

・今年度は、設置者に対しても、管下の学校に届けた郵送物と同一のものを郵送

①問合せ対応体制 昨年同様、学校でのスムーズな使用開始のために、問い合わせ窓口を設定した。当社の他に、システム面を中心とした内容に対応する窓口として

(株)Lentranceの問い合わせ窓口を拡充した。さらに当社が全国に設置している各支社にて各地区の担当社員を問い合わせの一次受付として機能する体制とした。

②マニュアル、解説動画、教授用資料を用意 円滑な使用開始と、効果的な活用をサポートするために SSOに対応したマニュアルを作成しサイトに掲示、児童・生徒の登録手順

と作業を具体的に解説する動画、効果的な授業での活用をサポートする教授用資料を用意した。

令和4年4月1日 登録作業など上記（1）の作業を開始

令和4年4月4日 対象校へデジタル教科書の配信設定完了（配信開始）

令和4年4月5～7日 対象校へ登録内容通知書等郵送物投函

令和4年4月8～11日 対象校の設置者へ登録内容通知書等郵送物投函

令和4年4月18日 宛先情報間違いによる差し戻し分を再発送

令和4年4月20日 対象校到着完了（再発送分除く）

令和4年4月21日 対象校の設置者へ到着完了（再発送分除く）

令和4年4月25日 再配送分を含め全対象校及び全対象校の設置者に配達完了

令和5年3月31日まで 転入によるライセンス追加対応、クラウド配信実施、質問等対応、事業進行状況確認・管理・記録、成果報告書作成



３．デジタル教科書の供給や学校等における使用に係る課題等について

①本事業の申請時における学校または設置者による教科書発行者の間違いなどを、当社側で発見できず、修正されないまま、デジタル教科書の供給準備をしてしまったケー

スがあった

②一部の学校において、当社が送付した郵送物の紛失があった

対象校には、書面を郵送したが、学校では4月上旬は郵送物が非常に多く、受け取って直ちに対応してもらうためには、周到な事前連絡が必要な時期であり、今回その連絡

が十分でなかったことが原因として考えられる

③今回は学校と設置者に通知書を送付したが、設置者に送付物が到着する前に、学校から設置者に対して問い合わせが行ってしまうというケースが発生し、設置者に迷惑を

かけてしまった

①ログインID・パスワードが学校内の前任者から十分に引き継がれていないケース

②学習者用デジタル教科書の有効活用に関する実践事例の不足

③使用期間が年度内一年間に限定される点

４．デジタル教科書の供給や学校等における使用に係る課題の解決策等について

本事業により、上記3.（1）①②に記載の課題が判明した。①については、発行者側、学校側、双方で修正の負担が大きく、何よりも、デジタル教科書を使った授業の開始が遅れてしまう。

学校側が設定作業を行う前に、対象校の間違いをチェックできることが望ましく、この対策として、設置者、学校、教科書発行者以外の、供給面を主に担当する第三者による作業や確認

が必要だと考える。

②の課題解決については、必要書類の送付においては、発行者だけによる送付作業では、対象校の担当者に精緻に届けることが難しく、対面による配付等の検討が必要であると考える。

事業終了後には、 1）児童・生徒がデジタル教科書に書き込んだアノテーションが見えなくなる 2）児童・生徒が前年度の学習内容をデジタル教科書で確認できない

以上のような状況となる。

紙の教科書では前学年のものを日々持ち運ぶのは現実的でないが、デジタル教科書の本棚に残っていれば簡単にアクセスでき、復習や必要な学習の振り返りをすることができる。これ

がデジタル教科書の効果的な活用の一つであると考える。本格実施に向けて、年度終了後も一定期間の配信をする制度設計の検討が必要であると考える。

（１） 供給に係る課題

（２） 使用に係る課題

（1） 供給面 発行者から学校へ直接連絡するスキームの限界と対応策

（2） 当該学年終了後もデジタル教科書が使用可能な制度の検討



受託事業者名：大日本図書株式会社

クラウド配信版の学習者用デジタル教科書を、全国約70校の小・中学校等に合計10,772冊分供給を行った。

１．クラウド配信版学習者用デジタル教科書の供給

①デジタル教科書の供給において必要とした人員数、日数の詳細、供給に係る調
整状況のスケジュールについて

⇒供給課4名、延べ89日・計126時間
4月：ライセンス証明書発行、証明書ダウンロード（DL）サーバー構築
5〜7月：ライセンス証明書未DL先への督促対応 →9月全校DL完了

②デジタル教科書を学校へ供給する際に行った取組について
⇒メールにライセンス証明書PDFのDLリンクを貼り、ユーザーがリンクを踏むと
ライセンス証明書と受領書がDLされ、その日時が自動的に記録される設計とし
た。このログを持って受領確認とした。

③デジタル教科書を学校へ供給する際にあった学校現場からの主な問合せ内容に
ついて

⇒自治体のセキュリティ設定により証明書DLができない、メールが届かない、申
請数を間違えた、ライセンス証明書紛失、など。

④学校等におけるデジタル教科書の使用に関し行った取組について

⇒弊社のホームページ上にクラウド版デジタル教科書のサポートページを開設。
これまでのマニュアルPDFに加え、マニュアル動画へのリンクも貼ることで、
利便性の向上を図った。

⑤学校等におけるデジタル教科書の使用に関する学校現場からの主な問い合せ内
容について

⇒問い合わせ（143件）について、次の８項目［種別１］に分類。
…1_ライセンス証明書、2_WEBフィルター、3_ユーザー登録、4_問い合わせ先、

5_前年度の利用、6_デジタル教科書へのアクセス、7_デジタル教科書の利用、
8_利用状況

上記の内訳を項目別にさらに細かい［種別２］に分類し、問い合わせの傾向に
ついて分析を加えた（概要は次項「３．」に記載）。

２．デジタル教科書の供給や学校等における使用に係る状況等について

令和４年度 学びの保障・充実のための学習者用デジタル教科書実証事業 成果報告書（概要）



①デジタル教科書の供給に係る課題の解決策について
⇒需要数段階から特約供給所と連携し、供給方法、受領確認、受領数報告などに
ついて、随時教育委員会や学校に対して、助言・調整ができる体制を取る。

②学校等におけるデジタル教科書の使用に係る課題の解決策について
⇒ライセンス管理システムの仕様統一：可能な範囲で、ビューア間の差異を埋め
ていくことが望ましい。仕様の統一が難しい部分については、適切なアラート
メッセージを表示することにより、できるだけユーザー側で作業が完結できる
仕様を目指す。
情報提供の充実：内容のフェーズに応じて、発行者、ビューア事業者、文科省
にてFAQサイトを開設し、内容を充実させる。実態調査と改善を繰り返し、自
己解決率の向上を目指す。

アクセス集中への対応：年度始めと夏休み後にライセンス管理システムへのア
クセスが集中することが分かった。今回得られた知見をもとに、さらに負荷分
散の事前対応を取る必要がある。

４．デジタル教科書の供給や学校等における使用に係る課題の解決策等について

①デジタル教科書の供給に係る課題について
⇒実証事業に対する関心、認知度が低いと思われる事例が１割程度見られた。

②学校等におけるデジタル教科書の使用に係る課題について
⇒ Webフィルタリングに弾かれるケースが多く、アラートメッセージが適切でな
いため、ユーザーが混乱するケースがあった。
ライセンス管理システムはビューアによって仕様に差異（ユーザー登録：即時
反映／定時反映、ユーザー削除：物理削除／論理削除、など）があり、これに
よって混乱が生じていた。
５月にライセンス管理システムへのアクセスが集中し、動作遅延により正常に
ユーザー登録ができず、多くの混乱を招いた。

前年度の履歴にもアクセスしたい、との強い要望が少なからず寄せられた。

３．デジタル教科書の供給や学校等における使用に係る課題等について



令和４年度 学びの保障・充実のための学習者用デジタル教科書実証事業 成果報告書（概要）

受託事業者名：開隆堂出版株式会社

・メールによるライセンス情報の通知
事前に取得した各学校のメールアドレスに対し、ライセンス情報の通知を一斉送信した。

・通知メールへの返信による受領確認
ライセンス情報の通知メールに対する返信をすることで受領確認できるようにした。

１．クラウド配信版学習者用デジタル教科書の供給

・デジタル教科書の供給の状況
4月1日に一斉送信した。アドレスに不備があったり外部のメールを受信できないアドレスであったりする場合も
あり1日以降、受信できなかった学校に対してアドレスの確認と再送の作業を行った。

・デジタル教科書の使用の状況
デジタル教科書の操作方法についての問い合わせは殆どなかったが、デジタル教科書に利用する際に必要な、
ユーザー登録に関しての問い合せが多かった。

２．デジタル教科書の供給や学校等における使用に係る状況等について



・ライセンス情報の供給に関する課題の解決策
郵送など、物理的な供給により確実に存在する住所に届けること。住所が存在しない場合でも未着であることを
把握できるため、メールによる供給よりも確実性が高い。

・ライセンス情報の受領確認に関する課題の解決策
FAXで返信、書面を直接取得など、間違いのない文面で受領確認をいただけるよう工夫をする。

・使用における課題の解決策
より詳細なマニュアルの整備、マニュアルの存在を知らしめる工夫をすること。また、社内において問い合わせ
時の対応を共有し迅速に回答できるよう準備する。

４．デジタル教科書の供給や学校等における使用に係る課題の解決策等について

・ライセンス情報の供給に関する課題
メールによる供給による次の問題点の解決方法の検討
①アドレスの不備 ②エラーメールが返信されない ③アドレスの取り違い 等

・ライセンス情報の受領確認に関する課題
メールによる受領確認の次の問題点の解決の検討
①返信メールが届かない ②返信内容に不備がある ③返信を忘れてしまう 等

・使用における課題
①ユーザー登録等の問い合せを減らす方法の検討 ②問い合わせへの対応方法の検討

３．デジタル教科書の供給や学校等における使用に係る課題等について



令和４年度 学びの保障・充実のための学習者用デジタル教科書実証事業 成果報告書（概要）

受託事業者名：学校図書株式会社

１．クラウド配信版学習者用デジタル教科書の供給

２．デジタル教科書の供給や学校等における使用に係る状況等について

全国1,180校の小・中学校等に合計167,395人分のアカウントを供給

小学校 1年 2年 3年 4年 5年 6年 合計
国語 128 132 178 181 1,482 1,460 3,561

算数 787 821 610 640 17,541 18,056 38,455

理科 - - 287 336 7,838 8,008 16,469

英語 - - - - 19,630 20,113 39,743

合計 915 953 1,075 1,157 46,491 47,637 98,228

中学校 1年 2年 3年 合計

数学 17,550 17,928 17,890 53,368

科学 5,175 5,169 5,455 15,799

合計 22,725 23,097 23,345 69,167

※同事業の参加校に対し、案内文書一式（学校用のID・パスワードを記載したライセンス情報・受領証・追加アカウント申請書）を実証事業参加校に
eメールにて送付。 （同内容を県・市区町村教育委員会の担当部署にも送付）

 4月月初のライセンス証書送付に伴い、問い合わせが頻発した。同様の状況が5月下旬くらいまで続くことから、6月あたり以降
の利用開始が多いと思われる。

利用者（児童・生徒・教諭）は教科（発行者）ごとに仕組みが異なるデジタル教科書の操作の習得が必要。デジタル教科書を
用いた授業の実施にあたっては多様な操作の習熟に一定の時間を要すると思われる。

授業でデジタル教科書を用いるにあたり、児童・生徒の操作に起因するエラーについて指導者の対処が及ばず、時間のロスが
生じることがあった。



４．デジタル教科書の供給や学校等における使用に係る課題の解決策等について

３．デジタル教科書の供給や学校等における使用に係る課題等について

【デジタル教科書の供給についての課題】

令和３年度（郵送）・令和４年度（eメール）ともにライセンスの
通知方法を問わず人事異動に伴う引き継ぎや校務分掌の関係で、ラ
イセンスの案内文書の紛失・再発行が多数発生した。

文部科学省に申請された一部学校のeメールアドレスが行政間連絡
用のアドレスであったため、教科書発行者（一般企業）からのメー
ルが受信エラーとなるケースや令和４年度時点で利用不能なeメー
ルアドレスが通知され、供給作業に混乱が生じた。

利用開始に向けた学校側からの問い合わせが集中しやすい時期・時
間があり、応対に遅延が懸念される場面があった。

【学校における使用についての課題】

児童・生徒のID・パスワードの設定について対応可能な教員・ICT
支援員が限られている関係で供給から利用開始までに時間のずれが
生じている。

児童・生徒のID・パスワードの設定が完了していない状態で受領証
を提出している学校が確認されている。

同一地域の学校を基準に比較した場合、利用頻度の高い学校と低い
学校が存在する。

【デジタル教科書の供給についての解決策案】

文書不着および紛失に伴う再発行はあるものの、eメールによる学
校への連絡は情報伝達の時間のずれが少ないことから発行者・学校
双方にとって負担を軽減できると思われる。

問い合わせの集中については弊社ホームページにおける「Q&A」の
充実などである程度問い合わせ件数の削減に結び付けられる。また、
発行者以外（ICT分野の企業、教育委員会担当部門ほか）の問い合
わせ対応窓口を設置することで問い合わせの分散化が期待される。

【学校における使用についての解決策案】

一度使用した児童・生徒のID・パスワードを継続利用し、教科書と
の紐付けのみ対応を行うことで利用の開始時期を早める効果が期待
される。（前年度卒業した6年生分の情報削除と、新年度に入学し
た新1年生の新規登録作業は別途必要）

上記のような年度ごとの進級に連動した継続利用を実施するには
Googleアカウントや、Microsoftアカウントなどによるシングルサ
インオン（SSO）の活用が有効と思われる。

デジタル教科書利用の頻度が高い学校の情報を発行者側で収集し、
活用事例などの情報提供に結びつけ活用頻度の向上を図る。



クラウド配信版の学習者用デジタル教科書（以下デジタル教科書とする）を、全国約82校の小・中学校等に合計27,291冊分供給した。
【内訳】 現代の国語１ 7,601部・現代の国語２ 7,278部・現代の国語３ 7,393部

現代の書写 5,019部

令和４年度 学びの保障・充実のための学習者用デジタル教科書実証事業 成果報告書（概要）

受託事業者名：株式会社三省堂

１．クラウド配信版学習者用デジタル教科書の供給

２．デジタル教科書の供給や学校等における使用に係る状況等について

① デジタル教科書の供給において必要とした人員数、日数の詳細、供給に係る調整状況のスケジュールについて
［ID発行およびメールでの供給］
人員数：2人
日数 ：11日
スケジュール：令和4年4月1日～令和4年4月15日

［お問い合わせ、研修、受領確認等］
人員数：令和4年4月27日まで 2人

令和4年5月1日より 1人
日数 ：194日程度
スケジュール：令和4年4月1日～令和5年3月31日

② デジタル教科書を学校へ供給する際に行った取組について
［供給までのながれ］

ライセンスの発行 クラウドストレージへの
アップロード

・受領の確認
・受領のための対応（セキュリティ等）

③ デジタル教科書を学校へ供給する際にあった学校現場からの主な問合せ内容について

A.通知に関すること
・実証事業への参加に関する周知の必要性
・誤申請等に起因する通知の不受領

B.データのダウンロードに関すること
・セキュリティに起因するデータ取得の不調
クラウドストレージのURLへアクセスできない、メールへの添付ファイルができない、等



４．デジタル教科書の供給や学校等における使用に係る課題の解決策等について

３．デジタル教科書の供給や学校等における使用に係る課題等について

① デジタル教科書の供給に係る課題について
［三大課題］

受信できない
・セキュリティによるもの
・誤申請等によるもの
（ふだん見ないアドレスの申
請といった事由も）

アクセスできない
・セキュリティにより、
クラウドストレージに
アクセスできない

共有されてない
・ご担当者の異動
・情報共有や引き継ぎの不足

② 学校等におけるデジタル教科書の使用に係る課題について

アクセスできない
・セキュリティにより、
デジタル教科書に
アクセスできない

共有されてない
・事業の目的や趣旨に対する
理解の不足

［供給および使用に係る課題の共通性］

［そのほかには…（発行者による情報発信の不足）］
・指では文字が書きにくい、といった今後の利活用
に関する課題も寄せられた。

各学校で安心して、それぞれに
積極的に使用できるように
・発行者による実践事例などの
情報発信を通して、安心感の醸成、
使用へのムードアップ

・事業の継続により、デジタル教科書
の提供を前提に

セキュリティのなかで、安定して通知を受け、
使用できるように
・事業の継続による周知の促進
・発行者の運用のアップデート（見直し）
による安定した供給の実現

［補助器具の活用など、
利活用を促進するアイデアのさらなる発信をめざす］

▶スタイラスなどの器具の併用を紹介
▶「いつ・どのように活用するか」活用事例を紹介



令和４年度 学びの保障・充実のための学習者用デジタル教科書実証事業 成果報告書（概要）

受託事業者名：教育出版株式会社

文部科学省の指示に基づき、クラウド配信版の学習者用デジタル教科書（以下デジタル教科書とする）を、全国
1,732校の小・中学校等に合計237,355冊分供給した。（小学校等138,067冊分、中学校等99,288冊分、予備用で提
供した冊数を除く）

１．クラウド配信版学習者用デジタル教科書の供給

・デジタル教科書の供給および問合せ対応においては、計39名を
必要とした。

・デジタル教科書の供給のうち、ライセンス証の発行のために
必要なデータ確認、ツール作成、発行・確認の作業に、
計69時間を必要とした。

・デジタル教科書の供給のうち、担当者変更対応やセキュリティ
対応のため、登録フォームの案内やライセンス証を再発行する
作業に、計78時間を必要とした。

・デジタル教科書の問合せ対応に、計672.5時間を必要とした。
・お問合せ窓口については、令和３年度は専用電話番号を取得して
臨んだが有効に機能しなかったため、令和４年度は専用ウェブ
ページと専用「お問い合わせフォーム」を用意して運用した。

２．（１）デジタル教科書の供給や学校等における使用に係る状況等について

日程 調整状況のスケジュール

4月1日 全国の学校設置者ご担当者様に登録
フォームの案内をメールにて送信。
お問合せ窓口を設置。

4月4日 各学校にライセンス証の発行を開始。
（4月5日にかけて発行）

7月7日 委託契約の変更を受け、不足が明らか
になった各学校にライセンス証を追加
で発行。

1月18日 必要数のデジタル教科書のライセンス
が届いた報告を、全ての学校から供給
完了確認フォームもしくは受領証で
取得。



・年度替わりで担当者が変更になっても再送しなくてよいように、教育委員会や学校が、デジタル教科書の
ライセンス証の配信等に使用する専用固定メールアドレス（例えば、「学校コード＠自治体ドメイン」など）
を作成して運用することが考えられる。これにより、情報の不備による送信エラーや情報が相違した場合の
確認作業が減少すると思われる。

・各学校に「供給完了確認フォーム」への入力や受領証の提出を依頼するかわりに、ライセンス証を発行した
メールの開封確認や、ライセンス証のダウンロード確認をもって、供給完了を確認することで、確認作業が
大幅に効率化されると考えられる。

・初期設定のうち、ユーザー情報の登録作業、ユーザーへのライセンスの割り当て作業、年度替わりのユーザー
情報の更新作業については、サポートサイトで動画資料を提供しているので、これらをより周知徹底し、動画
資料を視聴しながら作業を行っていただくことで、円滑に進められるようになることが考えられる。

２．（３）デジタル教科書の供給や学校等における使用に係る課題の解決策等について

・メールアドレスの情報に不備があり、送信エラーとなった教育委員会や学校があった。
・年度替わりで担当者が変更になり、メールの再送が必要な場合や、学校の統廃合などにより、学校名や
連絡先が変更になった場合があった。

・全ての学校から「供給完了確認フォーム」への入力および送信をしていただくのに時間がかかった。
・学校管理システムで用いるID/パスワードと、デジタル教科書の配信サイトで用いるID/パスワードを混同して
いる様子が見られた。

・CSVファイルで児童生徒のユーザーIDを登録し、ライセンスを割り当てる作業において、全て同じユーザーID
にするミスや、使用禁止文字を使用してしまうミス、指定外の端末やブラウザで作業してしまうミスなどが
見られた。

２．（２）デジタル教科書の供給や学校等における使用に係る課題等について



令和４年度 学びの保障・充実のための学習者用デジタル教科書実証事業 成果報告書（概要）

受託事業者名：信州教育出版社

１．クラウド配信版学習者用デジタル教科書の供給

２．デジタル教科書の供給や学校等における使用に係る状況，課題，解決策等について

16校の小学校に合計1,832冊分供給（小学校 生活および理科，予備用で提供した部数を除く）

デジタル教科書の供給や学校等における使用に係る状況等
・事業受託から起算し，供給完了までに１週間程度を要した。
・学校に【ライセンス証書 / 登録内容通知書 / アカウント設定マニュアル】を供給。電話またはメールでのサポートを行った。

デジタル教科書の供給や学校等における使用に係る課題および解決策

A. デジタル教科書供給開始までの期間短縮
（供給に時間がかかる）

A. 手続きのさらなる効率化による供給期間の短縮
（供給手続きの効率化，供給に必要な情報の早期提供）

B. 各ビューアによる設定方法の差異の軽減
（設定方法がビューアごとにバラバラ）

B. ビューア設定方法のサポートとCSVファイルフォーマットの統一
（わかりやすいマニュアルの提供，プラットフォーム提供会社との連携）

C. 設定作業負荷の軽減
（担任や専科の職員に負担が集中するため，日々の校務の中で
設定を行うのは負荷が大きい）

C. 設定作業の継続的な見直し
（プラットフォーム提供会社との連携，学校現場におけるICT支援員の増員など）

D. 教科書紙面および書き込み等の閲覧期間の見直し
（前学年の復習ができない / 書き込みが残らない）

D. 教科書紙面および書き込み等の必要十分な閲覧期間の検討
（ライセンス期間の見直し，ライセンス形態等の各社共通化）

E. 各ビューアによる操作方法の差異の軽減
（操作方法がビューアごとにバラバラ）

E. ガイドラインに適合したビューアの提供
（実現可能な範囲での各社ビューアの共通化）

F. デジタルコンテンツの充実
（デジタル教科書のみの発行 / 活用方法の理解が不十分）

F. 効果的なデジタルコンテンツの検討と提供に向けた準備
（デジタル教科書の活用について，実践事例の提供や先生向けの研修会の開催）

供
給

使
用

課題 解決策



令和４年度 学びの保障・充実のための学習者用デジタル教科書実証事業 成果報告書（概要）

受託事業者名：株式会社教育芸術社

文部科学省の指示に基づき、クラウド配信版の学習者用デジタル教科書（以下デジタル教科書とする）を、
全国93校の小・中学校等に、予備用で提供した部数を除き、合計17,935冊分供給した。

１．クラウド配信版学習者用デジタル教科書の供給

（１）デジタル教科書の供給において必要とした人員数、日数の詳細、供給に係る調整状況のスケジュールについて
• 担当人員数＝10名、延べ113日（業務内容：デジタル教科書供給、受領証確認・提出依頼、問合せ対応、報告書作成等）
• 令和４年４月にデジタル教科書の供給を開始、令和５年１月にかけ「受領証」を回収
• 学校及び教育委員会からの問い合わせに随時対応

（２）デジタル教科書を学校へ供給する際に行った取組と学校現場からの主な問い合わせ内容について
• 文部科学省から提示された数をもとに「ライセンス証明書」を発行した。
• メール一斉配信システムを使用し、参加校及び教育委員会に供給した。
• デジタル教科書の設定に関する資料を掲載したウェブページと、参加校からの「受領証」を受領するためのウェブフォームを作成した。
• 「メールが届いていない」「ライセンス証明書のPDFファイルがダウンロードできない」との問い合わせが多数あり、メールにPDF

ファイルを添付する形で、都度「ライセンス証明書」の再送を実施した。

（３）学校等におけるデジタル教科書の使用に関し行った取組と学校現場からの主な問い合わせ内容について
• デジタル教科書の設定及び操作に関する資料を作成し、ウェブページに掲載した。
• 学校現場からの問い合わせに幅広く対応できるよう、設定及び操作に関する社内研修を実施した。
• 初期設定の手順や操作に関する問い合わせや、「学習者用デジタル教科書」と「指導者用デジタル教科書(教材)」との機能や位置づけ

の違いに対する問い合わせを多く受けた。

２．デジタル教科書の供給や学校等における使用に係る状況等について



（１）デジタル教科書の供給に係る課題の解決策について
• 令和３年度事業の経緯を踏まえ、本事業では供給手段を郵送からメールに変更したが、前年度と同じ割合で再送付が必要となり、供給

方法による差異は見られなかった。
• 学校と発行者等との間でデジタル教科書供給についての共通認識をもち、供給方法や供給時期、受領に関する手順等を明確にすること、

また、学校現場のセキュリティ環境を前提とした供給手段を講じることで、滞りなく円滑な供給ができると考えられる。

（２）学校等におけるデジタル教科書の使用に係る課題の解決策について
• セキュリティ設定や動作環境など、デジタル教科書使用に係る利用条件が整っていないことでの不具合が生じていたため、まずは利用

に際しての案内資料をより明確に提示していくことで学校での準備体制を推進していく。
• デジタル教科書の操作方法について、教科別、発行者別、ビューア別等の一斉講習等を実施したり、動画等を用いた解説資料を作成し

公開したりすることで、学校でもより円滑に設定や利用ができるとともに、発行者においても個別の問合せ対応の件数や時間を減らす
ことができる。

４．デジタル教科書の供給や学校等における使用に係る課題の解決策等について

（１）デジタル教科書の供給に係る課題について
• 令和３年度事業では郵送（簡易書留）で「ライセンス証明書」を供給し、約17%の学校に再送をした経緯を踏まえ、本年度事業におい

てはメールで供給を行った。その結果、メールの送信エラーによる再送が約2%、電話等の連絡を受けての再送が約17%発生した。
• 「ライセンス証明書」をダウンロードするURLが、セキュリティの影響等で開けない事例が多く発生した。
• 「受領証」の未提出が６月末で30%以上、12月末で約3%と、「受領証」の回収に対する業務に多くの時間を要した。
• 学校からは、供給時期が学校の繁忙期だったことや、発行者による手続きの違いが煩雑であることについての意見が挙げられた。

（２）学校等におけるデジタル教科書の使用に係る課題について
• 校内ネットワークのセキュリティ等の影響により、成果物データの保存が正しく行われないことなどの不具合が生じた。
• ICT支援員からの問い合わせが増えており、現場教員の負担は軽減されている傾向と思われるが、２学期や３学期に初期設定を実施して

いるケースもあり、使用開始が遅れていたり、授業で使用されていないケースがあったりした。

３．デジタル教科書の供給や学校等における使用に係る課題等について



令和４年度 学びの保障・充実のための学習者用デジタル教科書実証事業 成果報告書（概要）

受託事業者名：光村図書出版株式会社

全国6,109校の小・中学校等に合計1,353,016冊分（予備用で提供した部数含む）を供給。小学校国語、英語、中学
校国語、英語はデジタル教科書（教材つき）を、小学校書写、道徳、中学校道徳はデジタル教科書を供給した。

１．クラウド配信版学習者用デジタル教科書の供給

①デジタル教科書の供給に係るスケジュール
令和4年4月に供給を開始、学校等との調整を行い、8月にほぼ全ての学校からの受領証の返送が完了した。

②デジタル教科書を学校へ供給する際に行った取組について
・「ライセンス証明書」の発行 ・対象の学校へ「ライセンス証明書」を郵送で送付
・「受領証」はFAXで返送するよう依頼して、FAXの受信確認
・受領証が未着の学校には、電話、メール、FAX、訪問で返送依頼 ・受領証の到着確認、記録

③デジタル教科書を学校へ供給する際にあった学校現場からの主な問合せ内容について
・予備ライセンスを超える転入生があり、追加ライセンスの発行依頼。
・「ライセンス証明書」紛失による再発行依頼。

④学校等におけるデジタル教科書の使用に関し行った取組について
・ユーザー登録、設定の手順説明動画を前年度にあった問合せ内容をふまえて更新してウェブサイトに公開
・ユーザー登録、設定のマニュアルを「ライセンス証明書」とともに送付
・使用にあたっての操作方法、活用方法をウェブサイトに公開
・依頼のあった学校に対して、設定方法や操作に関する説明を実施

⑤学校等におけるデジタル教科書の使用に関する学校現場からの主な問合せ内容について
・ユーザー登録、設定の手順に関する問合せ
・脆弱なネットワーク環境の学校での使用方法に関する問合せ
・学校で導入しているセキュリティソフト環境下での使用に関する問合せ

２．デジタル教科書の供給や学校等における使用に係る状況等について



①デジタル教科書の供給に係る課題の解決策について
・「ライセンス証明書」が紛失されないよう、紙質を特徴的な紙にする。
・「ライセンス証明書」を郵送する封筒に重要書類が入っていることをわかりやすく記載する。
・「ライセンス証明書」を郵送する際の同封書類に重要書類であることとその書類が意味していることをわかりやすく記載する。

②学校等におけるデジタル教科書の使用に係る課題の解決策について
・ユーザー登録、設定の手順がより分かりやすくなるよう、手順動画の改善。
・脆弱なネットワーク環境下での学校での対応策の周知。
・授業開始時、終了時の学級内での一斉アクセスを回避するために、班ごとに接続開始、終了を行う。
・一度ダウンロードしたデータはブラウザのキャッシュに保存され、二回目以降はダウンロードされず、ネットワーク負荷が軽減される。
授業中はネットワークが混み合うため、あらかじめ休み時間や家庭で一度開いてから授業で使用する。

・デジタル教科書以外のネットワーク負荷の高いアプリケーションは、必要なもののみを起動する。
・デジタル教科書以外の動画は、視聴が終わったら必ず閉じる。
・端末起動時に自動起動するアプリケーションの設定を見直す。

・学校で導入しているセキュリティソフト環境下で動作させるため、セキュリティソフトメーカーと協議し、あらかじめセキュリティソフトの
除外対象となるよう設定を行う。

４．デジタル教科書の供給や学校等における使用に係る課題の解決策等について

①デジタル教科書の供給に係る課題について
・「ライセンス証明書」の紛失、再発行依頼が多い。

②学校等におけるデジタル教科書の使用に係る課題について
・ユーザー登録、設定に関する負担軽減
・学校で導入しているセキュリティソフト環境下での使用負担軽減

３．デジタル教科書の供給や学校等における使用に係る課題等について



令和４年度 学びの保障・充実のための学習者用デジタル教科書実証事業 成果報告書（概要）

受託事業者名：株式会社帝国書院

全国3,333校の小･中学校等に合計634,488部を供給した。
◎初回分：633,513部
小学校用地図 258,269部、中学校用地図 220,984部、中学校用地理 118,922部、中学校用歴史 17,671部、
中学校用公民 17,667部

◎追加分：975部
小学校用地図 747部、中学校用地図 170部、中学校用地理 58部

１．クラウド配信版学習者用デジタル教科書の供給

①デジタル教科書の供給スケジュール
・令和４年４月１日～４月15日…シリアルコード発行証明書と導入手順書のメール送信
・令和４年４月19日、５月９日、６月24日…受領完了報告の催促メールの送信
・令和４年６月25日以降…電話連絡による受領完了報告のお願いを個別に実施
・令和４年８月25日…すべての申請校からの受領完了報告終了

２．デジタル教科書の供給や学校等における使用に係る状況等について



②デジタル教科書を供給する際に行った主な取組
・文部科学省から提出された申請校および学校設置者のメールアドレスに対してプログラムによる自動チェック
作業（メールアドレスの構文チェックおよびドメインチェック）を実施した。

・シリアルコード発行証明書等の書類の提供方法についてはメール配信が推奨されたため、申請校および学校設
置者への一括メール配信システムを開発した（自社負担）。

・文部科学省から提出された申請校全3,333校（ライセンス数3,984件）のメールリストで一括配信を実施したが、
436校がエラーメールとなったため、再度アドレスチェックと申請校への照会を行い、メールを再送した。

③供給する際にあった学校現場からの主な問合せ内容
・シリアルコード数が実際の児童生徒数と異なるので追加してほしい。
・「受領完了申請フォーム」へのアクセス方法を教えてほしい。
・４月に受信したメールが自動削除された（あるいは削除した）ため、メールを再送してほしい。

④デジタル教科書の使用に関して行った取組について
1．導入セットアップについて
・「導入セットアップマニュアル」に加えて『ご利用にあたって』（デジタル教科書・教材をご利用する際の留
意点）を新規作成し、全申請校（学校設置者を含む）へダウンロード形式で提供した。

・『デジタル教科書・教材サポートサイト』の中に、「文部科学省・学習者用デジタル教科書普及促進事業」専
用ページを新設し、「セットアップ方法」と「使い方」に分けて詳しく記載した。

・約1,000件の問い合わせに対して、マニュアル記載内容を電話で改めて説明した。

２．デジタル教科書の供給や学校等における使用に係る状況等について



2．操作方法や利活用方法について
・『デジタル教科書画面の使い方ガイド』を新規作成し、全申請校へダウンロード提供した。
・申請校や学校設置者の要望に対応する形で、実践研修会（対面形式・オンライン形式）を全国31ヶ所で実施
した。基本操作だけでなく社会科の授業での具体的な活用方法も示したため、参加者からは高い評価を得た。

・各営業担当者が申請校や学校設置者を訪問した際、同様の相談があれば個別レクチャを随時実施した。

⑤デジタル教科書の使用に関する学校現場からの主な問合せ内容について
1．導入セットアップについて …各種マニュアルを読んでいない段階での質問が多数寄せられた。
・何をしたらよいかわからない（「ご利用にあたって」や各種マニュアルを読んでいない）。
・生徒の利用者一括登録方法がわからない。アップロードしたがエラーとなる。
・利用者登録後のライセンスの割当方法がわからない。
・児童生徒がログインする手順がわからない。
・マニュアルを読んだが、内容を理解できない（ICT用語が難しい）。

2．操作方法および利活用方法について
・超教科書ビューアの基本機能の使い方や、社会科の授業での効果的な活用方法を知りたい。
・超教科書ビューアの使い方や授業での活用方法に関して操作を交えた実践研修を実施してほしい。

２．デジタル教科書の供給や学校等における使用に係る状況等について



1．デジタル教科書の供給に係る課題について
・不正確なメールアドレスと自治体のセキュリティによるメール未達
・新年度の繁忙期に伴う受領完了報告の遅滞
・自治体のセキュリティによる「受領完了申請フォーム」にアクセスできないトラブルの発生

2．学校等における使用に係る課題について
・セットアップ作業の未完了…全ての申請校でセットアップを完了させることができなかった。
・デジタル教科書・教材の操作方法および授業での活用方法に関する情報浸透不足

３．デジタル教科書の供給や学校等における使用に係る課題等について

1．デジタル教科書の供給に係る課題の解決策について
・教科書とのセット供給が前提となるのであれば、現在の教科書供給システムと同様、教科書供給所へデジタル
教科書の供給も併せて業務委託することが望ましいと考える。

・受領完了報告の遅滞の解決策としては、ライセンス証明書とマニュアル等の提供方法を全社統一とすることが
望ましいと考える。

2．学校等における使用に係る課題の解決策について
・教育委員会や学校からの要望に応じて、教科書発行者が積極的に実践研修会（対面形式）を実施し、研究発表
会等のサポートをすることが『デジタル教科書・教材の利活用向上』と『教科書をデジタル化することの教育
的効果の提案』に寄与できると考える。

４．デジタル教科書の供給や学校等における使用に係る課題の解決策等について



令和４年度 学びの保障・充実のための学習者用デジタル教科書実証事業 成果報告書（概要）

受託事業者名：株式会社新興出版社啓林館

全国158校の小・中学校に合計14,690冊分を供給（生活は教科書のみ、その他は教材付きを供給）
（小学校）算数：12,194冊、理科：1,217冊、生活：1,279冊

１．クラウド配信版学習者用デジタル教科書の供給

（供給に係る業務の進行状況と要した時間等）
・令和4年4月1日にシリアルコード発行証明書のダウンロード案内を電子メールにて一斉送信

→電子メールアドレスの間違い等を原因とした一部配信エラーとなっていた学校については、個別に問い
合わせを実施し再送信を繰り返す。すべての学校に対して配信が完了したのは4月8日

・受領確認は4月1日から順次Web上で実施され、受領未確認学校には4月11日から催促開始
→4月19日から受領未確認学校を多数抱える設置者へ督促依頼
→6月23日にすべての対象校の受領を確認

・学校情報の確認、配信システムの設計、ダウンロードサイトの準備、ライセンスの配信等にかかった時間は
延べ13時間

・マニュアルの更新、FAQの作成・更新、動画の作成・更新にかかった時間は延べ5時間
・質問対応作業時間は延べ150時間

２．デジタル教科書の供給や学校等における使用に係る状況等について



さあ
（供給に係る課題）
a) リターンメールを利用して、実際にやりとりできることを確認した電子メールアドレスを登録する
b) 設置者等からメールの確認の指示を徹底してもらう、フィルタリング等の設定を受信可能にしてもらう
c) ICT研修なども行い、教員の苦手意識をなくし、誰でもライセンス割当が確実にできるようにする
d) 教員の情報管理等についての基礎知識の研修等を行ってもらう
（使用に係る課題）
e) 利用するメリットがより伝わる資料等の作成を検討する（学校で、家庭で）
f) ICT支援員などの協力を得て、どの学校でも当たり前にデジタル教科書が利用できる環境を整える

４．デジタル教科書の供給や学校等における使用に係る課題の解決策等について

（供給に係る課題）
a) 需要数データに記されている電子メールアドレスの精度が低い
b) メールの確認を行う習慣がない学校も多い
c) 管理画面でのライセンス割当の作業等が苦手な教員が多い
d) 前年からの引き継ぎができていない
（使用に係る課題）
e) 使用に関する問い合わせや意見は少ない
f) 学校の利用環境は整いつつある（問題は利用率がどのくらいか）

３．デジタル教科書の供給や学校等における使用に係る課題等について



令和４年度 学びの保障・充実のための学習者用デジタル教科書実証事業 成果報告書（概要）

受託事業者名：日本文教出版株式会社

・供給実績 合計：138,898冊（小学校：95,484冊 中学校：43,414冊 全2,176校）
・令和4年4月1日よりライセンス証を発送（メールおよび郵送）

１．クラウド配信版学習者用デジタル教科書の供給

■デジタル教科書の供給に係る主な取り組み
・事業開始に際し、ライセンス証の送付予定日や必要となる諸作業等について当社サイトに掲載
・ライセンス証の送付は、メール送付を基本とし、支障がある場合は郵送とした
・受領確認は学校の負担軽減を目的として、当社が管理する専用フォームへの入力形式とした
・速やかな供給完了のため、受領の返信がない学校への確認連絡を行った

■学校等における使用に係る主な取り組み
・設定マニュアル及び操作マニュアル、操作説明動画を当社サイトに掲載
・説明会、研修会を要請に応じて実施（オンライン、学校訪問）
・電話及びメールでの問い合わせに可能な限り迅速に対応した

２．デジタル教科書の供給や学校等における使用に係る状況等について



・年度当初からの正確な数量の提供は難しいため、ある程度の幅を持った数量での提供やフリーライセンスでの
提供とし、年度末に最終的な集計を行う形式が考えられる。また、これに適応できるライセンス発行の在り方に
ついて検討する。
・自治体ごとに異なるセキュリティポリシーについて、デジタル教科書の利用に関する部分においてはガイドラ
インの設定やその周知が必要と思われる。
・機器の操作や学校の通信環境整備については発行者では対応できないため、ICT支援員などのサポート体制の一
層の拡充が望まれる。
・授業での活用方法についての問い合わせが増えている傾向にあるため、わかりやすいマニュアルの提示に加え、
校種、教科、学年等に応じた具体的な活用例の提案に取り組む。

４．デジタル教科書の供給や学校等における使用に係る課題の解決策等について

■デジタル教科書の供給に係る主な課題
・供給のために提供された情報（学校名、学校コード、担当者、メールアドレス等の連絡先）に誤りがあった
・セキュリティの影響により、メール添付のファイルが開けない、受領確認用フォームのURLにアクセスできな
いなどのケースが発生した

■学校等における使用に係る主な課題
・機器の設定や学校の通信環境に起因する不具合など、当社で対応できない問い合わせがあった
・通常の授業以外での利用（公衆送信に関するものを含む）について、ケースが多様であり可否の判断が難しい

３．デジタル教科書の供給や学校等における使用に係る課題等について



令和４年度学びの保障・充実のための学習者用デジタル教科書実証事業 成果報告書（概要）

受託事業者名：株式会社 文教社

全国1校の小学校に小学保健教科書合計91冊分供給

１．クラウド配信版学習者用デジタル教科書の供給

・社内担当3名体制。ビューワーソフト設定、ライセンス発行作業に約2週間程度、供給完了（初期）、使用開始、
受領書の受領に約3カ月程度を要した。
・各教育委員会の担当者宛にメールにて管轄する小学校のログイン情報を提供した。
・各教育委員会、各学校からの使用方法等についての問い合わせは、メール、及び電話でサポート、対応した。

２．デジタル教科書の供給や学校等における使用に係る状況等について

・ログイン情報を提供する前に、各教育委員会に直接電話連絡し、担当者の確認、メールアドレスの確認を行った。
・分かりやすい自社専用の設定方法等（クイックマニュアル）を作成、HP上から配信し、作業の手助け、効率化
を図った。
・今後、全教科同じプラットフォームでの提供等や改善策の検討等で、操作等の負担軽減の必要性を感じた。

４．デジタル教科書の供給や学校等における使用に係る課題の解決策等について

・教育委員会の部署や担当者の連絡先に変更があった。（初期段階の提供データより）
・教育委員会単位での作業の仕様が違う、かつマニュアルの理解に時間がかかったため、供給後の紐付け作業等、
学校側での設定に時間がかかった。
・提供ソフトが各社で違うため、学校側での戸惑いが聞かれた。

３．デジタル教科書の供給や学校等における使用に係る課題等について



令和４年度 学びの保障・充実のための学習者用デジタル教科書実証事業 成果報告書（概要）

受託事業者名：株式会社 光文書院

全国67校の小学校等に対し、クラウド版デジタル教科書（以下デジタル教科書）7,587部を供給した。
（小学保健 学習者用デジタル教科書 Web版 772冊
小学道徳 ゆたかな心 学習者用デジタル教科書 Web版 6,815冊） ※部数は予備分を除く

１．クラウド配信版学習者用デジタル教科書の供給

【デジタル教科書供給のスケジュール】
2022年4月1日 メールにて各校へデジタル教科書を供給 教育委員会へもデジタル教科書と案内を送付
その後、随時問い合わせ対応、学校訪問による説明などを行う

【供給・使用に係る主な問い合わせ内容】
・発注ライセンス数の確認 ・受領フォームへのアクセスができない事象の問い合わせ
・インストール作業の問い合わせ ・ログインができない事象の問い合わせ
・登録のためのアクティベーションコードの紛失、再発行依頼
・デジタル教科書機能についての問い合わせ

２．デジタル教科書の供給や学校等における使用に係る状況等について



４．デジタル教科書の供給や学校等における使用に係る課題の解決策等について

３．デジタル教科書の供給や学校等における使用に係る課題等について

【供給に係る課題】
・メール、添付ファイルの未着や再送依頼
・受領連絡（Googleフォーム）の対応の遅延、アク
セス制限

・供給が自治体ごとに形式的になっておらず、
ばらばらで非効率的

・転入、転出の管理

【使用に係る課題】
・セットアップ作業における先生方の負担
・ログインIDの管理
・デジタル教科書に対する理解度の差
・使用期限後のデジタル教科書の所有のしかた

【供給に係る課題の解決策】
・受領確認は発行者側の負担も大きいため、第三者
への委託も視野に入れたほうがよい

・前年度の実証事業で供給方法とした郵送よりは、
メールでの送付が便利ではあるが、添付ファイル
の受け取り等の整備は必要

・供給方法は一律の供給方法を提示いただいた方が
事業者の負担も減り、効率もよい

【使用に係る課題の解決策】
・アクセス、ログインといった作業は安全で簡便な
システムが求められる

・ICT指導員、外部委託等も含めた幅広いリソース
の利用で、先生方の負担を軽減させる



令和４年度学びの保障・充実のための学習者用デジタル教科書実証事業 成果報告書（概要）

受託事業者名： 株式会社Gakken

全国の約140校の小・中学校等に、合計約22,000冊分（予備用で提供した数を除く）のデジタル教科書を供給し
た。
【期 間】2022年4月～2023年3月
【小学校】体育（保健3・4年）：15校、1,471冊（3年：739冊、4年：732冊）

道徳：82校、10,104冊（1年：279冊、2年：321冊、3年：272冊、
4年：284冊、5年：4,324冊、6年：4,624冊）

【中学校】道徳：37校、10,155冊（１年：3,347冊、2年：3,322冊、3年：3,486冊）

１．クラウド配信版学習者用デジタル教科書の供給

２．デジタル教科書の供給や学校等における使用に係る状況等について

■各学校等で、スムーズに使用を開始できるために行った主な対応
・ライセンス証書の発行と同時にスタートガイド（マニュアル）を送付
・WEBサイトへのマニュアル等の公開
・学校に送付しているアカウント情報等を教育委員会にも周知
・メール（データ）でのライセンス証書の送付の場合、受信者の環境に合わせて、クラウドまたは暗号化され
た圧縮ファイルでの提供。また、自治体のメール受信におけるセキュリティ環境の違いによって発生する資料
未着を想定し、郵送での資料送付にも対応
・希望のあった教育委員会や学校への説明会の実施



◎導入時や設定時への対応
例）WEBサイト等でのわかりやすいマニュアルやFAQの公開、ホワイトリストの事前提供、

教科書（発行者）のユーザー登録フォーマットの共通化

◎デジタル教科書に関する問い合わせ窓口の設置（発行者、配信プラットフォーム会社）

◎効果的な活用に関する事例の収集と提供や研修会等の充実

４．デジタル教科書の供給や学校等における使用に係る課題の解決策等について

３．デジタル教科書の供給や学校等における使用に係る課題等について

■学校等での初期設定時（ユーザーライセンスの登録など）
・自治体や学校の使用環境（セキュリティ、動作推奨環境との不一致など）によるアクセス不可等の発生
・教科書（発行者）ごとに登録のフローが異なることによる学校の負担感（ID・PWの入力、他で使用している
ID/PWとの連携など） など

■導入や設置においてICT支援員のいない学校等へのサポート（特に問題が発生している場合など）

■デジタル教科書の効果的な活用方法に関する情報の不足

■そのほか
・著作権に関して、授業外での使用やオンライン学習での使用について
・卒業後等に、使用していた教科書を手元に残しておきたい要望への対応 など



令和４年度 学びの保障・充実のための学習者用デジタル教科書実証事業 成果報告書（概要）

受託事業者名：あかつき教育図書株式会社

全国27校の小中学校対象に小学校に706冊，中学校に5,232冊，合計5,938冊供給した。

１．クラウド配信版学習者用デジタル教科書の供給

①デジタル教科書の供給において必要とした人員数、日数の詳細、供給に係る調整状況のスケジュールについて
非常にタイトなスケジュールで，確認作業等を含めて多めの人員を割いた。

②デジタル教科書を学校へ供給する際に行った取組について
本件に対応した管理システムを構築した。

③デジタル教科書を学校へ供給する際にあった学校現場からの主な問合せ内容について
メールアドレス関連のトラブルが多かった。

④学校等におけるデジタル教科書の使用に関し行った取組について
ライセンス登録に必要な動きをナビゲートできるコンテンツへの誘導をライセンス証明書に施した。

⑤学校等におけるデジタル教科書の使用に関する学校現場からの主な問合せ内容について
ライセンス登録に関する内容が主で，通信環境と予備ライセンスに関する問い合わせが数件あった。

⑥その他
複式学級の予備ライセンスについて

２．デジタル教科書の供給や学校等における使用に係る状況等について



①デジタル教科書の供給に係る課題の解決策について
事前準備が必要不可欠である。

②学校等におけるデジタル教科書の使用に係る課題の解決策について
マニュアル等の操作方法が明確に分かるコンテンツ提供の充実が必要。

４．デジタル教科書の供給や学校等における使用に係る課題の解決策等について

①デジタル教科書の供給に係る課題について
余裕のあるスケジュールと，受信可能なメールアドレスについての周知徹底。

②学校等におけるデジタル教科書の使用に係る課題について
特になし。

３．デジタル教科書の供給や学校等における使用に係る課題等について
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